様式第1号
近畿地方再エネ導入促進のための協力宣言事業者登録申請書

令和　　年　　月　　日　
環境省近畿地方環境事務所長　様
所在地
名　称
代表者氏名　　　　　　　　　　　（押印不要）

　環境省の重点対策加速化事業の内容及び趣旨を十分理解した上で活用し、自治体、事業者又は個人が実施する太陽光発電設備及び蓄電池を導入する事業に積極的に協力し、近畿地方における再エネの導入促進及びカーボンニュートラルの実現に貢献することを宣言します。

１　登録区分
　該当する登録区分に〇印を記入してください。
	個人向け
	事業者向け

	近畿地方における施工実績数（※1）：
	近畿地方における施工実績数（※1）：

	[bookmark: _Hlk185526259]①太陽光発電設備
	②蓄電池
	①太陽光発電設備
	②蓄電池

	
	
	低圧
	高圧
	

	
	
	
	
	


※１　〇印を記入した登録区分について、近畿地方における施工実績が分かる書類（写真等）を５件程度提出ください。
例えば、個人向け、事業者向けそれぞれに〇印を付した場合は、個人、事業者それぞれについて５件程度（計10件程度）の書類添付をお願いします。
事業者向け太陽光において、低圧、高圧ともに〇印を記入した場合は、合わせて５件程度提出いただければ結構です（低圧、高圧ともに含めるようお願いします。）。
なお、施工実績がウェブサイトに公表されている場合は、申請時のメールにてその旨記載いただければ、書類の添付は不要です。

２　主な活動範囲　
主な営業範囲に○印を記入してください。
	滋賀県
	京都府
	大阪府
	兵庫県
	奈良県
	和歌山県
	備考

	
	
	
	
	
	　　
	

	※特定の市町や地域のみ対応可能である場合は右欄に地域名等を記載ください。
	



３　ウェブサイトのURLを記入してください。
	



４　取組内容やアピールポイント等を100文字程度で記入してください。
	[bookmark: _Hlk187074061]




５　宣誓・同意事項
	宣誓・同意書
（右記の項目を確認し、必ず１～6すべてに✔をいれてください。）
	□ １.近畿地方再エネ導入促進のための協力宣言事業者登録制度実施要綱を確認しました。
□ ２.同要綱第９条第３号、第４号及び第５号のいずれにも該当しません。
□ ３.これまで上記「２　主な活動範囲」に掲げた府県において太陽光発電設備又は蓄電池の販売又は施工の実績があります（※2）。
□ ４.近畿地方環境事務所が申請内容をウェブサイトやその他の方法で公表することに同意します。
□ ５.同要綱第５条の規定に基づき、自治体等がＰＲのために申請内容等を共同利用することに同意します。
□ ６.「近畿地方再エネ導入促進のための協力宣言事業者登録制度」における近畿地方環境事務所作成資料利用規約に従います。


※2必要に応じて、実績確認のため追加的な書類の提出を求めることがあります。また、これまで販売等実績がないものの協力宣言の意向のある事業者は、まずは地方環境事務所までお問い合わせください。

※裏面もございます。


６　申請者（担当者）情報
	[bookmark: _Hlk185526585]部署・役職
	
	氏名
	
	TEL（担当者）
	

	E-MAIL
（担当者）
	
	TEL（ウェブサイト公開用）
	



